
令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 7 行政改革推進事務
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 企画政策課 課長名 海堀　崇
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年１月から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市行政改革推進委員会設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　本市の行政改革の基本的な方針である「行政改革大 　行政改革大綱に基づき作成されたアクションプラン
綱」に基づき、効果的で効率的な行政運営をするため の個別取組事項について、具体的な目標を掲げ、着実
、行政改革を推進する。 な取組の推進を図っている。また、毎年度その取組状
 況を公表している。
「ＳＤＧｓの取り組み：1,2,3,4,5,6,7,8,9,10,11, 　行政改革を進めるため「市を取り巻く社会経済情勢
12,13,14,15,16,17」 の変化」への対応、「健全な行財政の運営」に取り組

む必要

令

がある。

行政改革推進

和

本部会議を開催（２回

 

）・行政改革推進委員

4

会を開催（１回）
R3

年

年度に実施した具体的

度

な ①各会議において、

（

行政改革の取組の進捗

3

状況確認及び受益者負

年

担の見直しを審議
事業

度

の方法、手順、指標に

実

対す ②結果をホームペ

施

ージや広報誌などで公

分

表
る成果等

事務事業を

）

取り巻く状況は過去と

事

比べ変化しているか (

務

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

業

）

行財政の合理化、効

目

率化はどの自治体にお

的

いても課題であ 名称 単

評

位
る。ICTを活用し

価

た行政改革の手段が考

表

えられるようにな ① 行

様

政改革取組項目 件
変 

式

化
った。 ② 行政改革推

1

進委員会開催数 回
内 

-

容

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

記

) (2)対象指標（対

入

象の大きさを表す指標

日

）

全事務事業 名称 単位

令

① 事務事業数 事業
②

目

和

的(この事業によって

0

上記対象をどのような

4

状態にしたいのか) (

年

3)成果指標（目的の

1

達成度を示す指標）

事

2

務事業について、最少

月

の経費で最大の効果が

0

発揮できるように 名称

6

単位
見直しを行い、毎

日

年度の効果額を図る。

１

① 行政改革の取組達成

事

率 ％
②

結果(上位基本

務

事業の意図) (4)結

事

果の成果指標（上位基

業

本事業の成果指標）

効

の

率的な事務事業による

現

市民サービスの向上や

状

一般会計における 名称

　

単位
事業費の縮減 ① 行

Ｐ

政改革による効果額 千

Ｌ

円
②

事務事業の各種指

Ａ

標の実績と見込及び目

Ｎ

標

R2年度 R3年度 R

及

3年度 R4年度 R5年

び

度 R6年度 R7年度
指

Ｄ

標 ＼ 年度 単位
実績

Ｏ

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
(

務

1)の ① 件 41 43 4

事

3 43 43 43 43
活

業

動指標 ② 回 2 1 1 2 2

名

2 2
(2)の ① 事業 5

N

60 560 440 45

o

1 451 451 451

.

対象指標 ②
(3)の ①

7

％ 48 60 62 65 6

行

5 65 65
成果指標 ②

政

(4)の結果の ① 千円

改

74,828 20,0

革

00 25,021 20

推

,000 20,000

進

20,000 20,0

事

00
成果指標 ②

予算費

務

目 会計 01 一般会計

政

款 02 項 01 目 07

コ

策

スト 年度 R2年度 R3

こ

年度 R3年度 R4年度

の

R5年度 R6年度 R7

事

年度
実績値 計画値 実績

務

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

業

は予算額)Ａ 単位 11

施

7 146 68 224 2

策

17 146 231

財
源

の

内
訳

 国庫支出金 千円

位

0 0 0 0 0 0 0
 県支

置

出金 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
 地方債 千円 0 0 0

本

0 0 0 0
 その他 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 一般

業

財源 千円 117 146

主

68 224 217 14

管

6 231
人件費Ｂ 千円

課

4,092 4,092

名

3,537.7 5,9

課

52 5,952 5,9

長

52 5,952
正職員

名

従事時間×人数 時間×

こ

人 275× 4 275×

の

4 317× 3 400×

事

4 400× 4 400×

務

4 400× 4
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 67 61 127

開

415 519 312 3

始

12
トータルコストA

時

+B+C 千円 4,27

期

6 4,299 3,73

事

2.7 6,591 6,

務

688 6,410 6,

区

495
単位あたりコス

分

ト ① 千円/事業 7.6

法

7.7 8.5 14.6

定

14.8 14.2 14

受

.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

託

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

務

0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため、計画年度内で
に

業

伴い、対象を見直す（

名

拡
その理由 も事業の追

N

加の検討が必要である

o

。
大・縮小）必要はあ

.

りませ
□ ない

んか？

高

7

齢化により扶助費など

行

の義務的経費の増加が

政

避けられず、継続的に

改

事業進展等による環境

革

変化 □ ある
「健全な行

推

財政運営」に取り組む

進

必要があるため。
に伴

事

い、目的を見直す（目

務

その理由
的の追加・拡

２

充又は絞込）

必要はあ

評

りませんか？ ■ ない

有

価

効
性

ICTの推進やA

　

Iの導入等、事業費を

Ｃ

縮減できるものについ

Ｈ

ては積極的に導入す
今

Ｅ

以上に事業の成果を向

Ｃ

上
る必要がある。

させ

Ｋ

る方法を記入して下さ

目

い。 内　容
※(3)の

的

成果指標を向上させる

妥

　ことはできますか？

当

各課において事業を実

性

施し、25,021千

こ

円の効果額を計上する

の

ことができた。
目的達

事

成状況 内　容  
 
□民

業

間への一部委託 □民間

の

への全部委託
市関与の

必

必要性 □指定管理 □補

要

助金・負担金助成 ■市

性

の直営
内　容

　（実施

は

手法） みよし市の行政

薄

運営を進めている職員

れ

が実施することがふさ

て

わしい。

効
率
性

行政改

得

革大綱やアクションプ

ら

ランを策定することで

れ

、行政改革の方向性を

て

示し
事務事業の統廃合

い

により、
ているので、

る

統合や廃止することは

い

できない。
事業の効率

ま

化を図り、成果
内　容

せ

を向上させる方法を記

ん

入し

て下さい。

「行政

か

改革大綱」と「行政改

。

革アクションプラン」

十

を別々に策定している

分

が、
現状より事業費・

な

人件費を
事務事業を効

成

果的に推進するために

果

、行政改革大綱と行政

が

改革アクションプラ
削

理

減する方法を記入して

　

下
ンの一本化の検討が

由

必要である。
さい。（

得

仕様の変更、外部 内　

ら

容
委託、従事時間の削

れ

減等は

できないか？)

て

公
平
性

直接的な受益者

い

はいない。
□ ある □ 現

ま

状で適正
受益者負担は

す

ありますか？

また、受

か

益者負担割合は適 □ な

？

い □ 検討が必要 内　容

得

正ですか？
■ 受益者が

ら

いない

３
改
革
改
善
案
　

れ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

行政改革

て

の取組目標は数値目標

い

が設 数値目標が設定さ

な

れている項目につ
事業

い

実施上の課題、住 定で

事

きるものだけではない

業

ため、そ いては、達成

進

できるように事業を推

展

民・議会等からの意見

等

意　見 れらの成果を検

に

証することが困難で 対

よ

応策 進する。それ以外

る

の取組については
と対

環

応策 ある。 、きめ細や

境

かな対応や効果的なサ

変

ー
ビスを提供できるよ

化

うにする。
行政改革委

あ

員会開催回数１回 行政

る

改革委員会回数１回増

に

（補助金
R4年度の事

伴

業計画は前 変　更
見直

い

しのため）
年度から変

、

更・追加は 前年度 ・
あ

対

るか 追　加

今後の事業

象

・コスト・成果の方向

を

性 今後の事業の方向性

見

、改革・改善案
※今年

直

度からの具体的な事業

す

の進め方、手段の見直

（

し等、各方向性の内容

拡

　　　　　　　　　□

そ

　拡大 　職員一人ひと

の

りが、市民の視点に立

理

ち、コスト意識
　　　

由

　　　　　　□　改善

大

と成果志向に撤して職

・

務を遂行する風土を醸

縮

成し、職
　　　　　　

小

　　　■　現状維持 員

）

の意識改革を高める。

必

　　　　　　　　　□

要

　縮小
　　　　　　　

は

　　□　統合
　　　　

あ

　　　　　□　完了
　

り

　　　　　　　　□　

ま

廃止・休止
コストの方

せ

向性
　　　　　　　　

な

　→　維持
成果の方向

い

性
　　　　　　　　　

ん

→　維持

2

か？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 7 行政改革推進事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

行政改革大綱及び行政改革アクションプランを策定し、行政
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

改革の方針を打ち出すことで、事業費の削減を含め、事務事
いませんか。十分な成果が 理　由

業を効果的に推進することができている。
得られていますか？ □ 得られてい

様

ない

行政改革大綱及び

式

行政改革アクションプ

1

ランを５年計画で推進

-

してい
事業進展等によ

2

る環境変化
■ ある るが

事

、社会情勢の変化にス

務

ピーディーに対応する



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 8 行政評価システム事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 企画政策課 課長名 海堀　崇
この事務事業の開始時期 平成14(2002)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市行政評価実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

　行政評価実施要綱に定める実施方針に基づき、事務 　行政運営の透明性が求められる中、限られた予算と
事業評価や施策評価を実施することにより、Plan(計 人員で、事業を効果的かつ効率的に実施するには、事
画)－Do(実施)－Check(評価)－Action(改善)のマネジ 業の必要性や目的を明確にして、その事業の優先度等
メントサイクルを確立し、効果的・効率的で安定した を客観的に判断し、重点化及び合理化を進めていく必
行財政運営を推進する。 要がある。
「ＳＤＧｓの取り組み：1,2,3,4,5,6,7,8,9,

令

10,11, 　毎年度

和

、行政評価アンケート

 

を実施し、市民ニーズ

4

12,13,14,1

年

5,16,17」 を把

度

握するとともに協働に

（

よるまちづくりの達成

3

をめ
ざす。

・事務事業

年

評価は、担当課長によ

度

る一次評価、行政評価

実

推進会議及び行政評価

施

委員
R3年度に実施し

分

た具体的な 会による二

）

次評価、行政評価施策

事

評価会議による三次評

務

価を実施した。
事業の

事

方法、手順、指標に対

業

す ・施策評価は、施策

目

主管次長により施策評

的

価シートを作成し、行

評

政評価施策評価会
る成

価

果等 議において評価を

表

実施した。
・行政評価

様

アンケートは、市民2

式

,000人を対象とし

1

て実施した。

事務事業

-

を取り巻く状況は過去

1

と比べ変化しているか

記

(1)活動指標（事務

入

事業の活動量を表す指

日

標）

対象に変化がない

令

ため継続して実施 名称

和

単位
① 行政評価アンケ

0

ート配布人数 人
変 化

4

②
内 容

対象(この事

年

業の対象、範囲となる

1

人、物) (2)対象指

2

標（対象の大きさを表

月

す指標）

評価対象事務

0

事業 名称 単位
① 評価対

6

象事務事業数 事業
②

目

日

的(この事業によって

１

上記対象をどのような

事

状態にしたいのか) (

務

3)成果指標（目的の

事

達成度を示す指標）

効

業

果的・効率的に事務事

の

業を推進するため、施

現

策の方向性を勘案 名称

状

単位
し、今後の事業の

　

方向性について、見直

Ｐ

し（拡大・改善等）や

Ｌ

廃 ① 事務事業の見直し

Ａ

、廃止・休止する割合

Ｎ

％
止・休止を含めて評

及

価する ②

結果(上位基

び

本事業の意図) (4)

Ｄ

結果の成果指標（上位

Ｏ

基本事業の成果指標）

事

行政評価を実施し、評

務

価結果を市民に広く公

事

表する 名称 単位
① 行政

業

評価に関する取組の市

名

民満足度割合 ％
②

事務

N

事業の各種指標の実績

o

と見込及び目標

R2年

.

度 R3年度 R3年度 R

8

4年度 R5年度 R6年

行

度 R7年度
指標 ＼ 

政

年度 単位
実績値 計画値

評

実績値 計画値 目標値 目

価

標値 目標値
(1)の ①

シ

人 2,000 2,00

ス

0 2,000 2,00

テ

0 2,000 2,00

ム

0 2,000
活動指標

事

②
(2)の ① 事業 45

業

4 453 440 451

政

445 440 435
対

策

象指標 ②
(3)の ① ％

こ

16.7 15 15.9

の

15 15 15 15
成果

事

指標 ②
(4)の結果の

務

① ％ 55.9 56 76

事

.9 57 58 58.4

業

58.8
成果指標 ②

予

施

算費目 会計 01 一般

策

会計 款 02 項 01 目 0

の

7

コスト 年度 R2年度

位

R3年度 R3年度 R4

置

年度 R5年度 R6年度

基

R7年度
実績値 計画値

本

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

業

算又は予算額)Ａ 単位

主

520 615 520 1

管

38 572 572 57

課

2

財
源
内
訳

 国庫支出

名

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

 県支出金 千円 0 0 0

長

0 0 0 0
 地方債 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
 その

こ

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 一般財源 千円 520

事

615 520 138 5

務

72 572 572
人件

事

費Ｂ 千円 7,186.

業

5 5,192.6 6,

の

331 6,937.6

開

6,937.6 6,9

始

37.6 6,937.

時

6
正職員従事時間×人

期

数 時間×人 314× 6

事

337× 4 275× 6

務

302× 6 302× 6

区

302× 6 302× 6

分

正職員以外の人件費 千

法

円 178 178 193

定

197 197 197 1

受

97
その他の費用Ｃ 千

託

円 117 101 208

事

208 208 208 2

務

08
トータルコストA

自

+B+C 千円 7,82

治

3.5 5,908.6

事

7,059 7,283

務

.6 7,717.6 7

こ

,717.6 7,71

の

7.6
単位あたりコス

事

ト ① 千円/事業 17.

務

2 13 16 16.1 1

事

7.3 17.5 17.

業

7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

の

(2)の対象指標）②

根

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

拠

1

法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的・効率的で安定した

業

行財政運営を推進する

名

という目的に変化は
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
ない。

に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

8

の理由
的の追加・拡充

行

又は絞込）

必要はあり

政

ませんか？ ■ ない

有
効

評

性

行政評価に対する職

価

員一人ひとりの理解度

シ

を高める研修を実施す

ス

ることで安易
今以上に

テ

事業の成果を向上
に現

ム

状維持とするのではな

事

く積極的に評価を実施

業

していく。
させる方法

２

を記入して下さ

い。 内

評

　容
※(3)の成果指

価

標を向上させる

　こと

　

はできますか？

各事務

Ｃ

事業について段階的に

Ｈ

評価を行い、統合や廃

Ｅ

止・休止などの見直し

Ｃ

をす
目的達成状況 内　

Ｋ

容 ることができた。

□

目

民間への一部委託 □民

的

間への全部委託
市関与

妥

の必要性 □指定管理 □

当

補助金・負担金助成 ■

性

市の直営
内　容

　（実

こ

施手法） 事務事業及び

の

施策の評価は、事業の

事

主体である市が実施す

業

ることが必要と考え
る

の

ため。

効
率
性

類似事業

必

がなく統廃合できない

要

。評価方法を工夫・改

性

善していく。
事務事業

は

の統廃合により、

事業

薄

の効率化を図り、成果

れ

内　容
を向上させる方

て

法を記入し

て下さい。

得

行政評価システム全体

ら

の見直しを実施し、評

れ

価対象事業の縮小や評

て

価方法を工
現状より事

い

業費・人件費を
夫・改

る

善する。
削減する方法

い

を記入して下

さい。（

ま

仕様の変更、外部 内　

せ

容
委託、従事時間の削

ん

減等は

できないか？)

か

公
平
性

直接的な受益者

。

はいない。
□ ある □ 現

十

状で適正
受益者負担は

分

ありますか？

また、受

な

益者負担割合は適 □ な

成

い □ 検討が必要 内　容

果

正ですか？
■ 受益者が

が

いない

３
改
革
改
善
案
　

理

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業の透

　

明性や説明責任を確保

由

する 評価対象事業の再

得

検討や評価の効率
事業

ら

実施上の課題、住 ため

れ

、評価に十分に時間を

て

割く必要 性を確保する

い

。
民・議会等からの意

ま

見 意　見 があるが、事

す

業数の多い担当課の負

か

対応策
と対応策 担が大

？

きい。

事務事業評価、

得

施策評価、行政評価 継

ら

続して実施する必要が

れ

あるため、
R4年度の

て

事業計画は前 変　更
ア

い

ンケート（対象：2,

な

000人）を実 前年度

い

と同様・同規模で実施

事

する。
年度から変更・

業

追加は 前年度 ・
施した

進

。
あるか 追　加

今後の

展

事業・コスト・成果の

等

方向性 今後の事業の方

に

向性、改革・改善案
※

よ

今年度からの具体的な

る

事業の進め方、手段の

環

見直し等、各方向性の

境

内容

　　　　　　　　

変

　□　拡大 　効果的・

化

効率的で安定した行財

あ

政運営を推進するた
　

る

　　　　　　　　□　

に

改善 め、今後も継続し

伴

て事業を実施する。
　

い

　　　　　　　　■　

、

現状維持
　　　　　　

対

　　　□　縮小
　　　

象

　　　　　　□　統合

を

　　　　　　　　　□

見

　完了
　　　　　　　

直

　　□　廃止・休止
コ

す

ストの方向性
　　　　

（

　　　　　↑　増加
成

拡

果の方向性
　　　　　

そ

　　　　→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 8 行政評価システム事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

限られた資源（財源・人材）を効果的かつ効率的に配分する
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の内容によっては、評価することにそぐわない事業もあるため、
事

様

業進展等による環境変

式

化
■ ある 評価対象事業

1

の縮小を検討する必要

-

がある。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
□ ない

んか？

効果



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 20 あいち電子自治体推進協議会システム運用事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 広報情報課 課長名 橋本　慎一郎
この事務事業の開始時期 平成１５(2003)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 行政手続オンライン化関係三法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

愛知県及び県内全市町村（名古屋市を除く）で構成す 平成２７(２０１５)年６月に「世界最先端IT国家創造
るあいち電子自治体推進協議会が共同で開発・運営す 宣言」が閣議決定され、世界最高水準のIT利活用を通
るシステムを利用することで市民の利便性の向上、経 じた、安全・安心・快適な国民生活の実現を目指すこ
費の縮減、セキュリティの確保を図る。 とが決まった。この計画に基づき、国・地方公共団体
 ・事業者の円滑なシステム連携を実現し、効率的な行
ＳＤＧｓの取り

令

組み：8，9 政運営と

和

利用者志向の利便性の

 

高い公共サービスを提

4

供。また、行政情報シ

年

ステムのクラウド化・

度

統廃合を
通じた運用コ

（

ストの削減などに取り

3

組んでいくことと
した

年

。

あいち電子自治体推

度

進協議会の会議及び研

実

究会等へ参加した。
R

施

3年度に実施した具体

分

的な
事業の方法、手順

）

、指標に対す
る成果等

事

事務事業を取り巻く状

務

況は過去と比べ変化し

事

ているか (1)活動指

業

標（事務事業の活動量

目

を表す指標）

電子政府

的

・電子自治体の推進 名

評

称 単位
① 導入システム

価

数 件
変 化

② 協議会負

表

担金 千円
内 容

対象(

様

この事業の対象、範囲

式

となる人、物) (2)

1

対象指標（対象の大き

-

さを表す指標）

市民 名

1

称 単位
① 人口 人
②

目的

記

(この事業によって上

入

記対象をどのような状

日

態にしたいのか) (3

令

)成果指標（目的の達

和

成度を示す指標）

イン

0

ターネットを介して各

4

種の申請・届出をして

年

もらう 名称 単位
① 電子

1

申請、届出可能手続き

2

数 件
②

結果(上位基本

月

事業の意図) (4)結

0

果の成果指標（上位基

6

本事業の成果指標）

イ

日

ンターネットを介して

１

各種の申請・届出及び

事

予約をしてもらう 名称

務

単位
① 電子申請及び電

事

子届出を受けた件数 件

業

②

事務事業の各種指標

の

の実績と見込及び目標

現

R2年度 R3年度 R3

状

年度 R4年度 R5年度

　

R6年度 R7年度
指標

Ｐ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｌ

計画値 実績値 計画値 目

Ａ

標値 目標値 目標値
(1

Ｎ

)の ① 件 4 4 4
活動指

及

標 ② 千円 5,727 6

び

,000 7,469
(

Ｄ

2)の ① 人 61,23

Ｏ

6 62,100 61,

事

218
対象指標 ②
(3

務

)の ① 件 129 129

事

175
成果指標 ②

(4

業

)の結果の ① 件 13,

名

014 13,100 2

N

1,650
成果指標 ②

o

予算費目 会計 01 一

.

般会計 款 02 項 01 目

2

11

コスト 年度 R2年

0

度 R3年度 R3年度 R

あ

4年度 R5年度 R6年

い

度 R7年度
実績値 計画

ち

値 実績値 計画値 目標値

電

目標値 目標値
事業費(

子

決算又は予算額)Ａ 単

自

位 6,499 9,36

治

2 7,468 0 0 0 0

体

財
源
内
訳

 国庫支出金

推

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

進

県支出金 千円 0 0 0 0

協

0 0 0
 地方債 千円 0

議

0 0 0 0 0 0
 その他

会

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

シ

一般財源 千円 6,49

ス

9 9,362 7,46

テ

8 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

ム

円 1,681.4 1,

運

681.4 1,860

用

0 0 0 0
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 11

業

3× 4 113× 4 12

政

5× 4 0× 0 0× 0 0

策

× 0 0× 0
正職員以外

こ

の人件費 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 0 407 0 0 0 0

務

0
トータルコストA+

事

B+C 千円 8,180

業

.4 11,450.4

施

9,328 0 0 0 0
単

策

位あたりコスト ① 千円

の

/人 0.1 0.2 0.

位

2 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

置

ｺｽﾄ/(2)の対象

基

指標）② 千円/ 0 0 0

本

0 0 0 0

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

行に向け
事業進展等に

業

よる環境変化 ■ ある
た

名

調査研究が必要。
に伴

N

い、目的を見直す（目

o

その理由
的の追加・拡

.

充又は絞込）

必要はあ

2

りませんか？ □ ない

有

0

効
性

交付物の電子化、

あ

手数料の電子決済が可

い

能となれば、更なるサ

ち

ービス向上とな
今以上

電

に事業の成果を向上
る

子

。
させる方法を記入し

自

て下さ

い。 内　容
※(

治

3)の成果指標を向上

体

させる

　ことはできま

推

すか？

インターネット

進

を介した各種の申請・

協

届出及び予約を受け付

議

けた。
目的達成状況 内

会

　容

□民間への一部委

シ

託 □民間への全部委託

ス

市関与の必要性 □指定

テ

管理 □補助金・負担金

ム

助成 ■市の直営
内　容

運

　（実施手法） 愛知県

用

及び県内全市町村（名

事

古屋市を除く）で構成

業

されているため。

効
率

２

性

電子自治体基盤管理

評

事業と統合することに

価

より、外部接続回線で

　

あるLGWANイ
事務

Ｃ

事業の統廃合により、

Ｈ

ンターネット全体でセ

Ｅ

キュリティ管理するこ

Ｃ

とができる。
事業の効

Ｋ

率化を図り、成果
内　

目

容
を向上させる方法を

的

記入し

て下さい。

利用

妥

者数の増加に伴い、窓

当

口対応業務が減少する

性

。
現状より事業費・人

こ

件費を

削減する方法を

の

記入して下

さい。（仕

事

様の変更、外部 内　容

業

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

必

平
性

直接的な受益者が

要

いない。
□ ある □ 現状

性

で適正
受益者負担はあ

は

りますか？

また、受益

薄

者負担割合は適 □ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
■ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

あいち電子

れ

自治体推進協議会の運

て

用 導入時に庁内及びあ

い

いち電子自治体
事業実

る

施上の課題、住 してい

い

るシステムに参加する

ま

ために 推進協議会との

せ

調整が必要である。
民

ん

・議会等からの意見 意

か

　見 は、各団体がその

。

システムに合わせ 対応

十

策
と対応策 た事務手続

分

きに変更する必要があ

な

る
。
あいち電子自治体

成

推進協議会の会議 あい

果

ち情報セキュリティク

が

ラウドの
R4年度の事

理

業計画は前 変　更
及び

　

研究会等へ参加した。

由

更新があるため、負担

得

金が増額とな
年度から

ら

変更・追加は 前年度 ・

れ

る。
あるか 追　加

今後

て

の事業・コスト・成果

い

の方向性 今後の事業の

ま

方向性、改革・改善案

す

※今年度からの具体的

か

な事業の進め方、手段

？

の見直し等、各方向性

得

の内容

　　　　　　　

ら

　　□　拡大 7302

れ

04電子自治体基盤管

て

理事業にR4（202

い

2）年から統
　　　　

な

　　　　　□　改善 合

い

　　　　　　　　　□

事

　現状維持
　　　　　

業

　　　　□　縮小
　　

進

　　　　　　　■　統

展

合
　　　　　　　　　

等

□　完了
　　　　　　

に

　　　□　廃止・休止

よ

コストの方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

環

成果の方向性
　　　　

境

　　　　　→　維持

2

変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 20 あいち電子自治体推進協議会システム運用事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

愛知県下で統一した電子自治体の推進のために必要。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民を対象としているため。
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある

に

式

伴い、対象を見直す（

1

拡
その理由

大・縮小）

-

必要はありませ
■ ない

2

んか？

更なる市民の利

事

便性及び業務効率の向

務

上へ向けた環境への移



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 21 電子自治体基盤管理事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 広報情報課 課長名 橋本　慎一郎
この事務事業の開始時期 平成１５(2003)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地方公共団体間相互のコミュニケーションの円滑化、 内部事務処理を効率的に行うためのシステムであり必
情報の共有による情報の高度利用等を図ることにより 要不可欠である。
、各地方公共団体と国の各省庁等、市民との間の情報
交換手段の確保のための基盤とすることを目的として
運営する総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）及び庁
内ネットワークを安定的に運用する。
 
ＳＤＧｓの取り組み：8，9

・ＬＧＷＡＮアクセス回線の増強（１０Ｍｂｐｓ⇒１００Ｍｂｐｓ）をした。
R3年度に実施した具体的な ・システムの賃借及び保守契約の締結をした。
事

令

業の方法、手順、指標

和

に対す ・システムの定

 

期的な更新をした。
る

4

成果等 ・システムのト

年

ラブル対処をした。

事

度

務事業を取り巻く状況

（

は過去と比べ変化して

3

いるか (1)活動指標

年

（事務事業の活動量を

度

表す指標）

ＬＧＷＡＮ

実

サービスの多様化に伴

施

う環境変化。 名称 単位

分

① 支援回数 回
変 化

②

）

内 容

対象(この事業

事

の対象、範囲となる人

務

、物) (2)対象指標

事

（対象の大きさを表す

業

指標）

職員 名称 単位
①

目

職員数 人
②

目的(この

的

事業によって上記対象

評

をどのような状態にし

価

たいのか) (3)成果

表

指標（目的の達成度を

様

示す指標）

職場環境の

式

改善、効率化する 名称

1

単位
① 利用不可件数（

-

人数） 件
②

結果(上位

1

基本事業の意図) (4

記

)結果の成果指標（上

入

位基本事業の成果指標

日

）

インターネットを介

令

して各種の申請・届出

和

及び予約をしてもらう

0

名称 単位
① 電子申請及

4

び電子届出を受けた件

年

数 件
②

事務事業の各種

1

指標の実績と見込及び

2

目標

R2年度 R3年度

月

R3年度 R4年度 R5

0

年度 R6年度 R7年度

6

指標 ＼ 年度 単位
実

日

績値 計画値 実績値 計画

１

値 目標値 目標値 目標値

事

(1)の ① 回 19 19

務

7 10 10 10 10
活

事

動指標 ②
(2)の ① 人

業

458 458 458 4

の

58 458 458 45

現

8
対象指標 ②
(3)の

状

① 件 0 0 0 0 0 0 0
成

　

果指標 ②
(4)の結果

Ｐ

の ① 件 13,014 1

Ｌ

3,100 16,74

Ａ

5 17,000 18,

Ｎ

000 19,000 2

及

0,000
成果指標 ②

び

予算費目 会計 01 一

Ｄ

般会計 款 02 項 01 目

Ｏ

11

コスト 年度 R2年

事

度 R3年度 R3年度 R

務

4年度 R5年度 R6年

事

度 R7年度
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

名

目標値 目標値
事業費(

N

決算又は予算額)Ａ 単

o

位 21,252 22,

.

216 20,258 3

2

6,169 39,09

1

5 50,295 48,

電

922

財
源
内
訳

 国庫

子

支出金 千円 3,657

自

0 1,214 0 0 0 0

治

 県支出金 千円 0 0 0

体

0 0 0 0
 地方債 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
 その

盤

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

管

 一般財源 千円 17,

理

595 22,216 1

事

9,044 36,16

業

9 39,095 50,

政

295 48,922
人

策

件費Ｂ 千円 11,99

こ

3.3 11,993.

の

3 9,225.6 7,

事

737.6 7,737

務

.6 7,737.6 7

事

,737.6
正職員従

業

事時間×人数 時間×人

施

806× 4 806× 4

策

620× 4 520× 4

の

520× 4 520× 4

位

520× 4
正職員以外

置

の人件費 千円 0 0 0 0

基

0 0 0
その他の費用Ｃ

本

千円 0 1,221 0 0

事

0 0 0
トータルコスト

業

A+B+C 千円 33,

主

245.3 35,43

管

0.3 29,483.

課

6 43,906.6 4

名

6,832.6 58,

課

032.6 56,65

長

9.6
単位あたりコス

名

ト ① 千円/人 72.6

こ

77.4 64.4 95

の

.9 102.3 126

事

.7 123.7
（ﾄｰ

務

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

事

対象指標）② 千円/ 0

業

0 0 0 0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ＷＡＮを用いたサービ

業

ス提供が進むことが想

名

定さ
事業進展等による

N

環境変化 □ ある
れる。

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

2

・拡充又は絞込）

必要

1

はありませんか？ ■ な

電

い

有
効
性

インフラ管理

子

のため困難。
今以上に

自

事業の成果を向上

させ

治

る方法を記入して下さ

体

い。 内　容
※(3)の

基

成果指標を向上させる

盤

　ことはできますか？

管

総合行政ネットワーク

理

（ＬＧＷＡＮ）及び庁

事

内ネットワークを安定

業

的に運用し
目的達成状

２

況 内　容 た。

□民間へ

評

の一部委託 □民間への

価

全部委託
市関与の必要

　

性 □指定管理 □補助金

Ｃ

・負担金助成 ■市の直

Ｈ

営
内　容

　（実施手法

Ｅ

） なし

効
率
性

事業内容

Ｃ

を鑑みると、統廃合に

Ｋ

よる事業の効率化又は

目

成果の向上は難しい。

的

事務事業の統廃合によ

妥

り、

事業の効率化を図

当

り、成果
内　容

を向上

性

させる方法を記入し

て

こ

下さい。

事務内容を鑑

の

みると、削減は難しい

事

。
現状より事業費・人

業

件費を

削減する方法を

の

記入して下

さい。（仕

必

様の変更、外部 内　容

要

委託、従事時間の削減

性

等は

できないか？)

公

は

平
性

直接的な受益者が

薄

いない。
□ ある □ 現状

れ

で適正
受益者負担はあ

て

りますか？

また、受益

得

者負担割合は適 □ ない

ら

□ 検討が必要 内　容
正

れ

ですか？
■ 受益者がい

て

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

い

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

庁内ネット

る

ワーク環境を日々安定

い

的 庁内ネットワークの

ま

在り方を見直し
事業実

せ

施上の課題、住 に稼働

ん

させ、その機能を十分

か

に発揮 、最新技術を導

。

入しつつセキュリテ
民

十

・議会等からの意見 意

分

　見 できるよう常に良

な

好な状態に維持し 対応

成

策 ィの向上を担保した

果

ネットワークを
と対応

が

策 、有効かつ安全に情

理

報通信技術を活 構築す

　

る必要がある。
用させ

由

る必要がある。
・シス

得

テムの賃借及び保守契

ら

約の締 730203あ

れ

いち電子自治体推進協

て

議会
R4年度の事業計

い

画は前 変　更
結をした

ま

。 システム運用事業を

す

Ｒ４（2022）年
年

か

度から変更・追加は 前

？

年度 ・
・システムの定

得

期的な更新をした。 度

ら

から統合。継続して実

れ

施するため
あるか 追　

て

加
・システムのトラブ

い

ル対処をした。 、前年

な

度と同様・同規模で実

い

施。

今後の事業・コス

事

ト・成果の方向性 今後

業

の事業の方向性、改革

進

・改善案
※今年度から

展

の具体的な事業の進め

等

方、手段の見直し等、

に

各方向性の内容

　　　

よ

　　　　　　□　拡大

る

730203あいち電

環

子自治体推進協議会シ

境

ステム運用事業
　　　

変

　　　　　　□　改善

化

をＲ４（2022）年

あ

度から統合。マイナン

る

バー制度等の
　　　　

に

　　　　　■　現状維

伴

持 運用に必要なセキュ

い

リティや信頼性を確保

、

しつつ、基
　　　　　

対

　　　　□　縮小 盤の

象

機能性及び拡張性を強

を

化し、安定し利用しや

見

すい
　　　　　　　　

直

　□　統合 サービス提

す

供が継続できるネット

（

ワーク基盤の構築を
　

拡

　　　　　　　　□　

そ

完了 行う。
　　　　　

の

　　　　□　廃止・休

理

止
コストの方向性
　　

由

　　　　　　　→　維

大

持
成果の方向性
　　　

・

　　　　　　→　維持

縮

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 21 電子自治体基盤管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

マイナンバー制度の更なる充実のため、ＬＧＷＡＮを利用し
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

たサービスが多様化している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

各業務におけるＬＧＷＡＮを用いたサービス提供

様

が進むことが想定さ
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある れる。

に伴い

-

、対象を見直す（拡
そ

2

の理由
大・縮小）必要

事

はありませ
■ ない

んか

務

？

各業務におけるＬＧ



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月01日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 327 庁内統合型ＧＩＳ整備事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 都市計画課 課長名 近藤　健
この事務事業の開始時期 平成17(2005)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地理空間情報活用推進基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

統合型ＧＩＳの活用により、質の高い行政サービスの 統合型ＧＩＳにより、各課が有する地図情報を全庁的
実現、業務の効率化・高度化、新たな地図利用業務へ に共有し、効率的・効果的に利用している。
の展開や共有データの広域的活用を実現させる。
 
「SDGsの取組：9,11」

機器の更新と航空写真、地番図、住宅地図などの地図情報の更新を実施した。
R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

官民データ活用基本

和

法の制定により、市民

 

が容易に地図情 名称 単

4

位
報を利用できるよう

年

にすることが求められ

度

ている。 ① 研究会の開

（

催回数 回
変 化

②
内 

3

容

対象(この事業の対

年

象、範囲となる人、物

度

) (2)対象指標（対

実

象の大きさを表す指標

施

）

ＧＩＳ利用対象職員

分

名称 単位
① ＧＩＳ利用

）

対象職員数 人
②

目的(

事

この事業によって上記

務

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

業

成果指標（目的の達成

目

度を示す指標）

業務で

的

地理情報を効率的に活

評

用する。 名称 単位
① 1

価

日あたりの利用回数 回

表

②

結果(上位基本事業

様

の意図) (4)結果の

式

成果指標（上位基本事

1

業の成果指標）

行政情

-

報を適正に管理し、事

1

務の効率化を図るとと

記

もに積極的に 名称 単位

入

情報を公開し、市政に

日

関心を深めてもらい、

令

市民にまちづくりに ①

和

ホームページのアクセ

0

ス件数 件
参加してもら

4

う。 ②

事務事業の各種

年

指標の実績と見込及び

1

目標

R2年度 R3年度

2

R3年度 R4年度 R5

月

年度 R6年度 R7年度

0

指標 ＼ 年度 単位
実

1

績値 計画値 実績値 計画

日

値 目標値 目標値 目標値

１

(1)の ① 回 0 0 0 0

事

1 1 1
活動指標 ②
(2

務

)の ① 人 400 400

事

400 400 400 4

業

00 400
対象指標 ②

の

(3)の ① 回 41 75

現

38 45 46 47 48

状

成果指標 ②
(4)の結

　

果の ① 件 1,602,

Ｐ

931 810,000

Ｌ

1,825,339 1

Ａ

,830,000 1,

Ｎ

830,000 1,8

及

40,000 1,84

び

0,000
成果指標 ②

Ｄ

予算費目 会計 01 一

Ｏ

般会計 款 08 項 04 目

事

01

コスト 年度 R2年

務

度 R3年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度 R7年度
実績値 計画

名

値 実績値 計画値 目標値

N

目標値 目標値
事業費(

o

決算又は予算額)Ａ 単

.

位 15,707 2,1

3

75 2,171 2,1

2

75 2,175 2,1

7

75 2,175

財
源
内

庁

訳

 国庫支出金 千円 0

内

0 0 0 0 0 0
 県支出

統

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

合

 地方債 千円 0 0 0 0

型

0 0 0
 その他 千円 0

Ｇ

0 0 0 0 0 0
 一般財

Ｉ

源 千円 15,707 2

Ｓ

,175 2,171 2

整

,175 2,175 2

備

,175 2,175
人

事

件費Ｂ 千円 1,302

業

372 186 186 1

政

86 186 186
正職

策

員従事時間×人数 時間

こ

×人 350× 1 100

の

× 1 50× 1 50× 1

事

50× 1 50× 1 50

務

× 1
正職員以外の人件

事

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

その他の費用Ｃ 千円 2

施

0 20 15 15 15 1

策

5 15
トータルコスト

の

A+B+C 千円 17,

位

029 2,567 2,

置

372 2,376 2,

基

376 2,376 2,

本

376
単位あたりコス

事

ト ① 千円/人 42.6

業

6.4 5.9 5.9 5

主

.9 5.9 5.9
（ﾄ

管

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

課

の対象指標）② 千円/

名

0 0 0 0 0 0 0

1

課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に伴い、目的を見直す

業

（目
その理由

的の追加

名

・拡充又は絞込）

必要

N

はありませんか？ ■ な

o

い

有
効
性

利用しやすい

.

システムに更新する。

3

今以上に事業の成果を

2

向上
 

させる方法を記

7

入して下さ

い。 内　容

庁

※(3)の成果指標を

内

向上させる

　ことはで

統

きますか？

各課が有す

合

る地図情報を全庁的に

型

共有し、活用している

Ｇ

。
目的達成状況 内　容

Ｉ

□民間への一部委託 □

Ｓ

民間への全部委託
市関

整

与の必要性 □指定管理

備

□補助金・負担金助成

事

■市の直営
内　容

　（

業

実施手法） 業務効率化

２

の庁内向けシステムで

評

ある。

効
率
性

類似の業

価

務がないため統合でき

　

ない。
事務事業の統廃

Ｃ

合により、
業務効率化

Ｈ

のため実施している事

Ｅ

業であるため廃止でき

Ｃ

ない。
事業の効率化を

Ｋ

図り、成果
内　容

を向

目

上させる方法を記入し

的

て下さい。

現状で適正

妥

である。
現状より事業

当

費・人件費を

削減する

性

方法を記入して下

さい

こ

。（仕様の変更、外部

の

内　容
委託、従事時間

事

の削減等は

できないか

業

？)

公
平
性

直接的な受

の

益者はいないため。
□

必

ある □ 現状で適正
受益

要

者負担はありますか？

性

また、受益者負担割合

は

は適 □ ない □ 検討が必

薄

要 内　容
正ですか？

■

れ

受益者がいない

３
改
革

て

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

得

特に無し 特に無し。
事

ら

業実施上の課題、住
民

れ

・議会等からの意見 意

て

　見 対応策
と対応策

機

い

器の更新と航空写真、

る

地番図、住 航空写真、

い

地番図、住宅地図など

ま

の
R4年度の事業計画

せ

は前 変　更
宅地図など

ん

の地図情報の更新を実

か

施 地図情報の更新を実

。

施する。
年度から変更

十

・追加は 前年度 ・
した

分

。
あるか 追　加

今後の

な

事業・コスト・成果の

成

方向性 今後の事業の方

果

向性、改革・改善案
※

が

今年度からの具体的な

理

事業の進め方、手段の

　

見直し等、各方向性の

由

内容

　　　　　　　　

得

　□　拡大 統合型ＧＩ

ら

Ｓの活用により、質の

れ

高い行政サービスの
　

て

　　　　　　　　□　

い

改善 実現、業務の効率

ま

化・高度化、新たな地

す

図利用業務へ
　　　　

か

　　　　　■　現状維

？

持 の展開や共有データ

得

の広域的活用を実現さ

ら

せる。
　　　　　　　

れ

　　□　縮小 また、公

て

開型ＧＩＳの活用によ

い

り、蓄積・管理された

な

　　　　　　　　　□

い

　統合 情報を地図上に

事

展開して住民に公開す

業

ることで、行政
　　　

進

　　　　　　□　完了

展

と住民との双方向のコ

等

ミュニケーションを実

に

現する。
　　　　　　

よ

　　　□　廃止・休止

る

コストの方向性
　　　

環

　　　　　　→　維持

境

成果の方向性
　　　　

変

　　　　　→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 327 庁内統合型ＧＩＳ整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

各課が有する地図情報を全庁的に共有し、活用している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民向けに地図情報データを公開する。
事業進展等による環境変化

■ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
□ な

-

い
んか？

地理情報を効

2

率的に活用する必要が

事

あるため。
事業進展等

務

による環境変化 □ ある



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 5539 ＩＣＴ推進事業
政策 まちづくりの進め方

この事務事業
施策 効果的・効率的で安定した行財政運営

の位置
基本事業 行政改革・行政評価

主管課名 広報情報課 課長名 橋本　慎一郎
この事務事業の開始時期 令和３(2021)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

様々なICT技術を活用し情報を効率的に処理し、庁内 令和2（2020）年12月に国で策定された「自治体DX推
全体の事務負担を軽減する。 進計画」では、行政のデジタル化が重点取り組み事項
 として掲げられている。
ＳＤＧｓの取り組み：8,9 その内容は、「自治体においては、まずは、自らが担

う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活
用して、住民の利便性を向上させるとともに、デジタ
ル技術やAI等の活用により業務効率化を図り、人的資
源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求
められる。」とされている。

・「みよし市デジタル

令

化推進構想」を策定し

和

た。
R3年度に実施し

 

た具体的な ・デジタル

4

化推進構想に定める各

年

種施策を実施する際の

度

データを収集するため

（

に全
事業の方法、手順

3

、指標に対す 庁業務量

年

調査を実施した。
る成

度

果等

事務事業を取り巻

実

く状況は過去と比べ変

施

化しているか (1)活

分

動指標（事務事業の活

）

動量を表す指標）

令和

事

３（2021）年度か

務

らの事業であり、現在

事

事業途中のた 名称 単位

業

め現状のまま継続して

目

実施 ① 導入ツール数 件

的

変 化
②

内 容

対象(

評

この事業の対象、範囲

価

となる人、物) (2)

表

対象指標（対象の大き

様

さを表す指標）

職員 名

式

称 単位
① 職員数 人
②

目

1

的(この事業によって

-

上記対象をどのような

1

状態にしたいのか) (

記

3)成果指標（目的の

入

達成度を示す指標）

職

日

場環境の改善、効率化

令

名称 単位
① 時間外勤務

和

時間数 時間
②

結果(上

0

位基本事業の意図) (

4

4)結果の成果指標（

年

上位基本事業の成果指

1

標）

所属別の時間外勤

2

務を削減する 名称 単位

月

① 所属別時間外勤務の

0

対前年比増加数 件
②

事

6

務事業の各種指標の実

日

績と見込及び目標

R2

１

年度 R3年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度 R7年度
指標 ＼

事

 年度 単位
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

の

目標値 目標値
(1)の

現

① 件 6 8 9 10 15
活

状

動指標 ②
(2)の ① 人

　

458 458 458 4

Ｐ

58 458
対象指標 ②

Ｌ

(3)の ① 時間 76,

Ａ

941 75,000 7

Ｎ

4,000 73,00

及

0 72,000
成果指

び

標 ②
(4)の結果の ①

Ｄ

件 29 26 24 22 2

Ｏ

0
成果指標 ②

予算費目

事

会計 01 一般会計 款

務

02 項 01 目 11

コス

事

ト 年度 R2年度 R3年

業

度 R3年度 R4年度 R

名

5年度 R6年度 R7年

N

度
実績値 計画値 実績値

o

計画値 目標値 目標値 目

.

標値
事業費(決算又は

5

予算額)Ａ 単位 0 4,

5

022 6,499 61

3

,328 123,01

9

2 657,210 10

Ｉ

3,682

財
源
内
訳

 

Ｃ

国庫支出金 千円 0 0 0

Ｔ

0 0 0 0
 県支出金 千

推

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

進

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 0 0 0

業

38,918 42,0

政

00 0 0
 一般財源 千

策

円 0 4,022 6,4

こ

99 22,410 81

の

,012 657,21

事

0 103,682
人件

務

費Ｂ 千円 0 0 6,24

事

9.6 9,300 9,

業

300 9,300 9,

施

300
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 0× 0

の

0× 0 560× 3 1,

位

250× 2 1,250

置

× 2 1,250× 2 1

基

,250× 2
正職員以

本

外の人件費 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
その他の費用

業

Ｃ 千円 0 0 519 52

主

0 520 520 520

管

トータルコストA+B

課

+C 千円 0 4,022

名

13,267.6 71

課

,148 132,83

長

2 667,030 11

名

3,502
単位あたり

こ

コスト ① 千円/人 0 0

の

29 155.3 290

事

1,456.4 247

務

.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

業

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

の

0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性
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様式1-2

事務事業名 No. 5539 ＩＣＴ推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

令和３（2021）年度からの事業であり、構想の策定を行い、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

構想に位置付けた各種施策の基礎データ収集を行い、今後の
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